
証券コード　3415

平成30年５月10日

株　主　各　位

東京都渋谷区渋谷一丁目２番５号

株式会社ＴＯＫＹＯ　ＢＡＳＥ
代表取締役ＣＥＯ 谷 　 正 人

第10回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第10回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご
出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年５月24日（木曜日）
午後６時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成30年５月25日（金曜日）午前10時30分
２．場 所 東京都渋谷区桜丘町23番21号

渋谷区文化総合センター大和田
文化ファッションインキュベーション　10階　Space1・2・3
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第10期（平成29年３月１日から平成30年２月28日まで）事業報告

及び計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
第２号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申しあげます。
　本招集ご通知に添付すべき書類のうち、個別注記表につきましては、法令及び定款に基づ
き、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.tokyobase.co.jp）に掲載
しております。従って、本招集ご通知に添付の計算書類は、監査報告を作成するに際し、監
査等委員会及び会計監査人が監査をした計算書類の一部です。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、修正後の事
項を上記の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
　また、本総会の決議事項につきましても、書面による決議通知の送付はせず、上記の当社
ウェブサイトに掲載させていただきます。

当社では株主総会ご来場の株主様へのお土産の配布はございません。
何卒ご理解いただきますよう、お願い申しあげます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成29年３月１日から
平成30年２月28日まで)

１．会社の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当事業年度におけるわが国経済は、政府による経済政策及び日銀の金融

緩和策を背景に、企業収益及び雇用・所得環境の改善もあり、総じて緩や

かな回復基調で推移いたしました。

　当社の属する衣料品販売業界におきましては、実店舗販売は台風の相次

ぐ襲来など気候には恵まれませんでしたが、インターネットを通じた販売

は引き続き伸長いたしました。

　このような状況のもとで、当社は、前事業年度より引き続き、商品力強

化、優良な仕入先の確保、戦略的な店舗展開、人材の確保と育成等に取り

組んでまいりました。

　また、９月よりＳＴＵＤＩＯＵＳ業態の派生業態「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　

ＣＩＴＹ」を業態として独立させ、「スーパーファブリックブランド『Ｃ

ＩＴＹ』業態とし、ＭＤ、コンセプト等刷新してまいりました。

　ＳＴＵＤＩＯＵＳ業態におきましては、初の海外店舗となる「ＳＴＵＤ

ＩＯＵＳ　香港店」と、大阪・なんばパークス内に、「ＳＴＵＤＩＯＵＳ

ＭＥＮＳ　なんば店」及び「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　ＷＯＭＥＮＳ　なんば店」、

名古屋パルコ内に「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　ＰＬＵＳ　名古屋店」及び「ＳＴ

ＵＤＩＯＵＳ　ＷＯＭＥＮＳ　名古屋店」、福岡パルコ内に「ＳＴＵＤＩ

ＯＵＳ　ＷＯＭＥＮＳ　福岡店」を出店しました。ＥＣ店舗では、ＤtoＣ

戦略の一環として、高原価率かつＥＣ専売のオリジナル商品を取り扱う「Ｓ

ＯＣＩＡＬ　ＷＥＡＲ」をＺＯＺＯＴＯＷＮに出店しました。加えて、取

引先であるアパレルブランドのＥＣ店舗を運営開始し、当事業年度に４店

舗を出店しました。また、神南店舗の１階に所在した「ＳＴＵＤＩＯＵＳ

　ＷＯＭＥＮＳ　神南店」を閉店し、主に20代向けの品揃えを擁した店舗

「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　神南店」を１階に開店しました。なお、神南店舗の

２階は既存の「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　ＴＯＫＹＯ　神南店」として営業を継

続しております。一方で、ルミネマン渋谷の閉館に伴い、「ＳＴＵＤＩＯ
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ＵＳ　渋谷店」を閉店し、業績不振に伴い、「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　ＴＯＫ

ＹＯ　梅田店」を閉店しました。また、香港出店に伴い、マーケティング

が終了したため「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　ＧＬＯＢＡＬ　ＯＮＬＩＮＥ　ＳＴ

ＯＲＥ」を休止しました。

　ＵＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ業態におきましては、初の海外店舗となる「Ｕ

ＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ　香港店」と、「ＵＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ　横

浜店」、「ＵＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ　丸の内店」、「ＵＮＩＴＥＤＴＯ

ＫＹＯ　二子玉川店」がオープンいたしました。

　この結果、当事業年度末における店舗数は、ＳＴＵＤＩＯＵＳ業態が32

店舗（うち、ＥＣ店舗が８店舗）、ＵＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ業態が14店

舗（うち、ＥＣ店舗が２店舗）、ＣＩＴＹ業態が４店舗（うち、ＥＣ店舗

が１店舗）となりました。

　以上により、当事業年度の業績は、売上高12,781,850千円（前事業年度

比36.6％増）、営業利益1,574,575千円（同22.0％増）、経常利益1,577,296

千円（同24.6％増）、当期純利益1,126,278千円（同31.5％増）となりまし

た。

事業別売上高

事 業 区 分

第 ９ 期
（平成29年２月期）

（前事業年度）

第 10 期
（平成30年２月期）

（当事業年度）
前事業年度比増減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

衣料品販売事業 9,356,452千円 100.0％ 12,781,850千円 100.0％ 3,425,397千円 36.6％

合 計 9,356,452 100.0 12,781,850 100.0 3,425,397 36.6

②　設備投資の状況

　当事業年度において実施いたしました設備投資の総額は225,094千円（無

形固定資産を含む。）であり、その主な内容は、当事業年度において改装

を行った「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　ＭＥＮＳ　名古屋店」や、当事業年度にお

いて出店した「ＵＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ　二子玉川店」等の店舗設備取

得に係る投資であります。なお、設備投資に要した資金は自己資金より充

当いたしました。

　設備投資額の内訳は以下のとおりとなっております。なお、当社は、衣

料品販売事業のみの単一セグメントであるため、セグメントごとの設備投

資等の概要は記載を省略しております。

　なお、当事業年度における重要な設備の除却、売却等はありません。
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設備投資内訳

店舗別 投資額 内容

ＳＴＵＤＩＯＵＳ　ＭＥＮＳ

名古屋店
31,128千円 店舗改装に係る投資等

ＵＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ

二子玉川店
26,433千円 店舗設備取得に係る投資等

ＵＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ

横浜店
26,172千円 店舗設備取得に係る投資等

ＵＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ

丸の内店
23,974千円 店舗設備取得に係る投資等

ＳＴＵＤＩＯＵＳ

ＷＯＭＥＮＳ　名古屋店
22,789千円 店舗設備取得に係る投資等

ＳＴＵＤＩＯＵＳ　原宿店 20,777千円 店舗改装に係る投資等

ＳＴＵＤＩＯＵＳ

ＷＯＭＥＮＳ　福岡店
19,003千円 店舗設備取得に係る投資等

ＳＴＵＤＩＯＵＳ

ＭＥＮＳ　なんば店
16,662千円 店舗設備取得に係る投資等

ＳＴＵＤＩＯＵＳ

ＷＯＭＥＮＳ　なんば店
16,662千円 店舗設備取得に係る投資等

ＳＴＵＤＩＯＵＳ　ＰＬＵＳ

名古屋店
15,587千円 店舗設備取得に係る投資等

その他 5,901千円 店舗修繕に係る投資等

合計 225,094千円 前事業年度比8.4％増

（注）出店に伴う差入保証金は含まれておりません。

③　資金調達の状況

　該当事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。
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⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　当社は、平成29年６月30日付で、有限会社ロスチャイルド（現：株式会

社ＦＡＣＴＯＴＵＭ）の株式の49.37％を取得しております。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第 ７ 期

(平成27年２月期)
第 ８ 期

(平成28年２月期)
第 ９ 期

(平成29年２月期)

第 10 期
（当事業年度）
(平成30年２月期)

売 上 高 (千円) 4,470,026 6,089,221 9,356,452 12,781,850

経 常 利 益 (千円) 626,985 647,040 1,266,154 1,577,296

当期純利益 (千円) 385,540 432,588 856,285 1,126,278

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円) 10.44 11.29 21.35 26.99

総 資 産 (千円) 1,947,190 2,792,176 5,113,591 7,578,359

純 資 産 (千円) 936,396 1,815,476 2,681,648 4,086,705

１ 株 当 た り
純 資 産 額

(円) 25.38 45.45 66.29 86.57

(注)１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数により、１株当たり純

資産額は、期末発行済株式数により算出しております。

　　２．当社は、平成27年５月27日付で普通株式１株につき1,000株の割合で、平

成28年３月１日付で普通株式１株につき３株の割合で、平成28年９月１

日付で普通株式１株につき２株の割合で、平成30年３月１日付で普通株

式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。第７期の期首に

当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益及び１株当た

り純資産額を算定しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　子会社の状況

該当事項はありません。
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(4) 対処すべき課題

　当社は下記の９点を今後の事業展開における、対処すべき特に重要な課題

と認識し、解決に向けて取り組んでおります。

①商品力の強化

　当社は、ファッション感度の高い顧客ニーズへの対応を図るため、引き続

き日本国内の有望ブランドの開拓・獲得を推進するとともに、当社独自のピ

ッカー制度（店舗主導の商品選定制度）によって、商品選択の精度向上とプ

ロパー消化率（注）の向上を図ってまいります。

　なお、当社独自のオリジナル商品につきましても、引き続き日本発のスタ

イルに拘り、全アイテムを日本製にすることにより、高品質で付加価値の高

い商品の開発及び他社との差別化を図ってまいります。

　（注）プロパー消化率とは、各シーズンの全商品のうち、定価で売れた商

品の比率のことをいいます。

②優良な仕入先の確保

　当社のオリジナル商品は、全て日本国内の仕入先より調達しておりますが、

当社の業容拡大により、既存の仕入先では当社の注文を受けきれなくなるこ

とが考えられますため、質・量・価格ともに当社の事業規模拡大に対応でき

る仕入先を開拓することが課題であります。このため当社では、事業本部長

及び商品部門の者が、産地に出向いての調査など、新たな仕入先を探すため、

積極的に取り組んでおります。

③戦略的な店舗展開

　当社は、出店候補地について商圏規模、立地条件並びに賃料形態といった

要素から店舗採算を総合的に勘案して決定しておりますが、中でも立地条件

によって店舗収益が左右されることから、これを出店戦略上の最重要要素と

して認識しております。今後も集客力を有する大都市圏を中心に出店を進め

ていく方針でありますが、引き続き国内主要都市の優良デベロッパーとの関

係強化及び物件・テナント情報の収集を継続し、有望な出店場所の確保に注

力してまいります。

－ 6 －



④大型店舗の運営力強化

　既存店の中でも比較的小規模な店舗においては、スペースの制約から商品

ラインアップが限定され、来店客の多様なニーズに必ずしも応えきれており

ません。このため、当社では店舗の大型化を推進し、幅広く商品展開するこ

とで、販売の機会ロスを減少させたいと考えております。しかしながら、大

型店舗にはより多くの設備投資、在庫の保持が必要であり、運営の成否によ

っては多額の損失が発生する可能性もあります。

　大型店の運営力強化のために、取扱ブランド・アイテム数の拡充、在庫投

入のタイミング・数量の適正化、店舗オペレーション手法の工夫、管理体制

の整備等の施策を、引き続き推進してまいります。

⑤人材の確保と育成

　衣料品販売事業においては、高単価のブランド商品を販売する場合、商品

知識及び顧客ニーズを的確に捉えた提案能力が必要であります。スタッフの

育成には、一定の教育期間を要するため、今後の店舗展開を踏まえて人材採

用・育成を推進し、サービスの向上に努めてまいります。

　人事政策につきましては、実力主義・結果主義に基づいた、公正な人事評

価制度の構築、インセンティブ制度の拡充により、従業員のモチベーション

向上を図るとともに、研修制度の拡大を行う方針であります。

　また、新卒採用につきましても、数・質ともに、引き続き強化を進めてま

いります。人材獲得競争が激化する中、採用説明会に加えて、インターンシ

ップ制度等施策を通じ、当社の魅力を十分に伝え、優秀な人材の確保に努め

てまいります。また、海外顧客への対応と、海外赴任人員育成のため、留学

生を中心としたマルチリンガル人材の採用にも、注力してまいります。

⑥既存業態の規模拡大

　創業来手がけているＳＴＵＤＩＯＵＳ業態と、平成27年３月にスタートし

たＵＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ業態、平成29年９月にＳＴＵＤＩＯＵＳ業態よ

り独立したＣＩＴＹ業態は、これまでも当社の成長の大きな源泉として、高

い成長を維持しております。平成30年２月期以降も業容を拡大させるべく、

引き続き、確度の高い商品投入計画の策定、出店地の吟味、取扱商品の綿密

な企画、原価やプロパー消化率のコントロール、優秀な人材資源の投入を行

ってまいります。
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⑦インターネット販売の強化

　当社のインターネット経由の売上の、平成30年２月期における割合は全体

の約39.4％と、同業他社と比べて高い水準にあります。オリジナル商品が全

て日本製であるため、インターネットによる予約販売では迅速に商品を供給

できることなどがインターネット販売比率の高さの一因であります。当社は

引き続き、システムの見直しや人員配置の適正化、プレス活動の強化などに、

尽力してまいります。また、当社は第10期より、取引先ブランドのＺＯＺＯ

ＴＯＷＮショップ運営の受託を始めました。今後も当社が得意とするインタ

ーネット販売から最大限の収益を得るため、新たな手法も講じてまいります。

⑧新業態の開発

　当社は、事業規模をさらに拡大するために、新たな業態を開発し、既存の

業態では取り込めていない市場を確保していくことが重要であると考えてお

ります。特に、当社がこれまで取り組んでいない「カジュアル市場」は、多

くの競合他社がひしめき合う、競争の激しい市場でありますが、その市場規

模の大きさは大変魅力的なものであります。当社がこれまで培ってきた、「日

本発ファッション・スタイル」をカジュアル業態にも適応させるべく、今秋

より開始するための調査・準備を、慎重かつ積極的に進めてまいります。

⑨Ｍ＆Ａの検討と実施

　当社は、永続的に高い成長を実現するために、企業買収の検討を行ってお

ります。アパレル業界は消費低迷や消費者の審美眼の厳格化から、老舗ブラ

ンドや百貨店などを中心に、底の見えない不況に陥っています。一方で、販

路のＥＣ化の進展への対応や、既存の販売常識に囚われない店舗オペレーシ

ョンによって、高収益をあげる企業も少なからず存在し、当社もそのうちの

１つであると認識しております。当社の企業理念である、「アパレル業界の

社会的地位向上」の実現のため、業界全体の活性化を図ることが重要である

と考えております。ところで、1990年代から2000年代にかけて隆盛を極めた、

「裏原系」とよばれるブランド群などの中には、ＥＣ店舗の売上拡大につい

て、特に注力したい会社があると考えております。また、老舗企業の中には、

本業の不振から、好調なブランドを手がける子会社を手放す場合があると考

えております。このような企業に対し、当社の強みを発揮しその価値を高め

ることができるケースが少なからず存在すると、我々は考えております。こ

のため、当社は積極的にＭ＆Ａの案件を発掘し、収益性を慎重に検討した上

で、実施してまいります。
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(5) 主要な事業内容（平成30年２月28日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

衣 料 品 販 売 事 業 衣料品及び身の回り品、雑貨類の小売販売

(6) 主要拠点等（平成30年２月28日現在）

本社：渋谷区渋谷一丁目２番５号

営業店舗

業 態 店舗数 都道府県別

ＳＴＵＤＩＯＵＳ ３２
東京都10店、神奈川県１店、愛知県３店、大
阪府５店、京都府１店、福岡県３店、海外１
店、インターネット８店

Ｕ Ｎ Ｉ Ｔ Ｅ Ｄ
Ｔ Ｏ Ｋ Ｙ Ｏ

１４
東京都６店、神奈川県１店、愛知県１店、大
阪府２店、福岡県１店、海外１店、インター
ネット２店

Ｃ Ｉ Ｔ Ｙ ４
東京都１店、愛知県１店、大阪府１店、イン
ターネット１店

(7) 従業員の状況（平成30年２月28日現在）

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

160 (72)名 22名増（10名増） 28.6 3.7

（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員、パートタイマーを含む。）

は年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（平成30年２月28日現在）

借　入　先 借　入　額

株式会社三井住友銀行 951,381千円

株式会社みずほ銀行 616,652

(9) その他会社の現況に関する重要な事項

　当社は、平成29年５月26日開催の第９回定時株主総会決議に基づき、同日

付で監査等委員会設置会社に移行しております。
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２．株式の状況（平成30年２月28日現在）

(1) 発行可能株式総数 48,000,000株

(2) 発行済株式の総数 15,699,600株

(3) 株主数 7,782名

(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持株比率

谷 　 正 人 3,275,500株 20.9％

中 水 英 紀 2,206,500 14.1

鹿 島 克 美 2,000,000 12.7

株 式 会 社 M T  A s s e t  M a n a g e m e n t 988,000 6.3

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 885,700 5.6

株 式 会 社 K  A s s e t  M a n a g e m e n t 680,000 4.3

株 式 会 社 A S I A  A s s e t  M a n a g e m e n t 588,000 3.7

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信
託 口 ）

422,300 2.7

ＢＢＨ／ＳＵＭＩＴＯＭＯ　ＭＩＴＳＵＩ　Ｔ
ＲＵＳＴ　（ＵＫ）　ＬＩＭＩＴＥＤ　ＦＯＲ
ＳＭＴ　ＴＲＵＳＴＥＥＳ　（ＩＲＥＬＡＮ
Ｄ）　ＬＩＭＩＴＥＤ　ＦＯＲ　ＪＡＰＡＮ
ＳＭＡＬＬ　ＣＡＰ　ＦＵＮＤ　ＣＬＴ　ＡＣ
（常任代理人　株式会社三井住友銀行）

192,000 1.2

野 村 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 投 信 口 ） 175,400 1.1

（注）１．持株比率は自己株式（106株）を控除して計算しております。

　　　２．当社は、平成30年３月１日付で普通株式１株につき３株とする株式分割を実施

いたしました。上記株数は、当該株式分割前の株式数を記載しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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３．新株予約権等の状況

(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として

交付された新株予約権の状況

第２回新株予約権 第４回新株予約権 第５回新株予約権

発 行 決 議 日 平成25年12月19日 平成28年７月14日 平成29年７月14日

新株予約権の数 18個 1,150個 880個

新株予約権の目
的 と な る
株式の種類と数

普通株式　　　　
324,000株

(新株予約権１個につき
18,000株)

普通株式　　　　
345,000株

(新株予約権１個につき
300株)

普通株式　　　　
264,000株

(新株予約権１個につき300株)

新株予約権の
払 込 金 額

新株予約権と引換え
に払い込みは要しな
い

新株予約権１個につ
き1,500円

新株予約権１個につ
き2,500円

新株予約権の
行使に際して
出資される財
産 の 価 額

新株予約権１個当た
り

216,000円
(１株当たり 12円)

新株予約権１個当た
り

147,600円
(１株当たり 492円)

新株予約権１個当た
り

464,700円
(１株当たり 1,549円)

権利行使期間
平成27年12月20日から
平成33年12月19日まで

平成29年６月１日から
平成33年８月30日まで

平成30年10月１日から
平成34年８月30日まで

行 使 の 条 件 （注２） （注３） （注４）

役
員
の
保
有
状
況

取締役
（監査等
委員を
除く）

取締役
(社外取締
役を除く)

新株予約権の数
18個

目的となる株式数
324,000株

保有者数
1名

新株予約権の数
1,090個

目的となる株式数
327,000株

保有者数
2名

新株予約権の数
840個

目的となる株式数
252,000株

保有者数
3名

社外取
締役

新株予約権の数
－個

目的となる株式数
－株

保有者数
－名

新株予約権の数
－個

目的となる株式数
－株

保有者数
－名

新株予約権の数
－個

目的となる株式数
－株

保有者数
－名

取 締 役
（監査等委員）

新株予約権の数
－個

目的となる株式数
－株

保有者数
－名

新株予約権の数
60個

目的となる株式数
18,000株

保有者数
1名

新株予約権の数
40個

目的となる株式数
12,000株

保有者数
1名

（注）１．当社は平成28年３月１日付で株式１株につき３株、平成28年９月１日付にて普

通株式１株につき２株、平成30年３月１日付で株式１株につき３株の株式分割

を行っております。事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「新

株予約権の目的となる株式の数」及び「新株予約権の行使に際して出資される

財産の価額」を算定しております。

　　　２．新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社

の取締役又は使用人の地位にあることを要する。ただし、当社又は当社子会社
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の取締役を任期満了により退任した場合、定年退職した場合、又は当社取締役

会において正当な理由があると認められた場合（新株予約権者又はその２親等

内の親族の健康上の理由による退任・退職）はこの限りではない。

新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

新株予約権者は、以下①②に定める日のいずれか遅い日から平成33年12月19日

までの間に本新株予約権を行使することができる。

①　平成27年12月20日

②　甲の株式が日本証券業協会、東京証券取引所その他（国内国外を問わず）

株式公開市場に上場した日から１年を経過した日

　　　３．新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社

の取締役又は使用人の地位にあることを要する。ただし、当社又は当社子会社

の取締役を任期満了により退任した場合、定年退職した場合、又は当社取締役

会において正当な理由があると認められた場合（新株予約権者又はその２親等

内の親族の健康上の理由による退任・退職）はこの限りではない。

新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

新株予約権者は、平成29年２月期から平成31年２月期までのいずれかの期の損

益計算書（連結損益計算書を作成している場合、連結損益計算書）におけるの

れん償却前営業利益が下記（a）乃至（b）に掲げる条件を満たしている場合、

各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権のうち、下記（a）乃至（b）に

掲げる割合（以下、「行使可能割合」という。）の個数を限度として行使する

ことができる。ただし、行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端数が生じ

る場合には、これを切り捨てた数とし、国際財務報告基準の適用等により参照

すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を当社

取締役会で定めるものとする。

（a）1,000百万円を超過した場合: 行使可能割合:50％

（b）1,200百万円を超過した場合: 行使可能割合:100％

ただし、平成29年２月期から平成31年２月期までのいずれかの期におけるのれ

ん償却前営業利益が660百万円を下回った場合には、既に行使可能となっている

新株予約権を除き、それ以後、本新株予約権は行使できないものとする。

　　　４．新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社

の取締役又は使用人の地位にあることを要する。ただし、当社又は当社子会社

の取締役を任期満了により退任した場合、定年退職した場合、又は当社取締役

会において正当な理由があると認められた場合（新株予約権者又はその２親等

内の親族の健康上の理由による退任・退職）はこの限りではない。

新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。
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新株予約権者は、平成30年２月期から平成32年２月期までのいずれかの期の損

益計算書（連結損益計算書を作成している場合、連結損益計算書）におけるの

れん償却前営業利益が下記（a）乃至（c）に掲げる条件を満たしている場合、

各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権のうち、下記（a）乃至（c）に

掲げる割合（以下、「行使可能割合」という。）の個数を限度として行使する

ことができる。ただし、行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端数が生じ

る場合には、これを切り捨てた数とし、国際財務報告基準の適用等により参照

すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を当社

取締役会で定めるものとする。

（a）2,000百万円を超過した場合: 行使可能割合:25％

（b）2,400百万円を超過した場合: 行使可能割合:50％

（c）2,800百万円を超過した場合: 行使可能割合:75％

また、新株予約権者は平成30年２月期乃至平成34年２月期のいずれかの事業年

度の当社ののれん償却前営業利益が3,200百万円を超過した場合、平成30年10月

１日又は当該のれん償却前営業利益を達成した期の有価証券報告書の提出日の

翌月１日のいずれか遅い日から、全ての新株予約権を行使することができる。

ただし、平成29年２月期から平成31年２月期までのいずれかの期におけるのれ

ん償却前営業利益が1,290百万円を下回った場合には、既に行使可能となってい

る新株予約権を除き、それ以後、本新株予約権は行使できないものとする。
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(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

の状況

第 ５ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 平成29年７月14日

新 株 予 約 権 の 数 1,780個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式　　　　534,000株
(新株予約権１個につき300株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個につき2,500円

新株予約権の行使に際して出
資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
464,700円

(１株当たり 1,549円)

権 利 行 使 期 間
平成30年10月１日から
平成34年８月30日まで

行 使 の 条 件 （注２）

交付された者
の 人 数

当 社 使 用 人 交付者数　　　　　　　　65名

（注）１．当社は平成30年３月１日付で株式１株につき３株の株式分割を行っておりま

す。事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「新株予約権の目

的となる株式の数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」

を算定しております。

　　　２．新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社

の取締役又は使用人の地位にあることを要する。ただし、当社又は当社子会社

の取締役を任期満了により退任した場合、定年退職した場合、又は当社取締役

会において正当な理由があると認められた場合（新株予約権者又はその２親等

内の親族の健康上の理由による退任・退職）はこの限りではない。

新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

新株予約権者は、平成30年２月期から平成32年２月期までのいずれかの期の損

益計算書（連結損益計算書を作成している場合、連結損益計算書）におけるの

れん償却前営業利益が下記（a）乃至（c）に掲げる条件を満たしている場合、

各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権のうち、下記（a）乃至（c）に

掲げる割合（以下、「行使可能割合」という。）の個数を限度として行使する

ことができる。ただし、行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端数が生じ

る場合には、これを切り捨てた数とし、国際財務報告基準の適用等により参照

すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を当社

－ 14 －



取締役会で定めるものとする。

（a）2,000百万円を超過した場合: 行使可能割合:25％

（b）2,400百万円を超過した場合: 行使可能割合:50％

（c）2,800百万円を超過した場合: 行使可能割合:75％

また、新株予約権者は平成30年２月期乃至平成34年２月期のいずれかの事業年

度の当社ののれん償却前営業利益が3,200百万円を超過した場合、平成30年10月

１日又は当該のれん償却前営業利益を達成した期の有価証券報告書の提出日の

翌月１日のいずれか遅い日から、全ての新株予約権を行使することができる。

ただし、平成30年２月期から平成32年２月期までのいずれかの期におけるのれ

ん償却前営業利益が1,290百万円を下回った場合には、既に行使可能となってい

る新株予約権を除き、それ以後、本新株予約権は行使できないものとする。
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４．会社役員の状況

(1) 取締役の状況（平成30年２月28日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役ＣＥＯ 谷 　 正 人

取締役ＣＦＯ 中 水 英 紀 管理本部長

取締役 髙 　 嶋 　 耕 太 郎 事業本部長

取締役 中 　 垣 　 徹 二 郎

Draper Nexus Venture Partners, 
LLC　Managing Director
Draper Nexus Venture Partners 
Ⅱ,LLC　Managing Director
株式会社trippiece社外取締役
株式会社イノーバ社外取締役
株式会社SHIFT社外取締役
株式会社UNCOVER TRUTH社外取締役

取締役（監査等委員・常勤） 佐 々 木 　 陽 三 朗

取締役（監査等委員） 小 島 圭 介

株式会社アットオフィス
社外監査役
ヒューマン・ベース株式会社
代表取締役社長

取締役（監査等委員） 徐 　 進

株式会社エスプール常勤監査役
株式会社エスプールヒューマンソ
リューションズ監査役
株式会社エスプールプラス監査役
株式会社エスプールロジスティク
ス監査役
株式会社エスプールセールスサポ
ート監査役
株式会社エスプールエンジニアリ
ング監査役

（注）１．取締役中垣徹二郎氏並びに取締役（監査等委員・常勤）佐々木陽三朗氏、取締

役（監査等委員）小島圭介氏及び取締役（監査等委員）徐進氏は、社外取締役

であります。

２．取締役の中垣徹二郎氏はベンチャーキャピタル業界での豊富な経験を有してお

り、国内外のさまざまな業種のベンチャー企業に関する動向に精通しているこ

とから、経営戦略面からの意見具申などを期待して、招聘しております。

　　取締役（監査等委員・常勤）の佐々木陽三朗氏は、中小企業診断士として中小

企業全般にかかわるコンサルティング経験を有しており、当社が成長していく

過程での組織構築やガバナンス上の課題を事前に解決するための助言・提言を

期待して、招聘しております。

　　取締役（監査等委員）の小島圭介氏は、ベンチャーキャピタル業界での経験と

外食企業経営の経験を有しており、当社が事業を拡大していく中での出店戦略

上のリスクや人事マネジメント上のリスクを回避するための助言・提言を期待

して、招聘しております。
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　　取締役（監査等委員）の徐進氏は、上場企業の常勤監査役としての豊富な経験

と幅広い知識を当社の監査に反映していただくことを期待して、招聘しており

ます。

３．情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて、監査の実効

性を高め、監査・監督機能を強化するために佐々木陽三朗氏を常勤の監査等委

員として選定しております。

４．当社は、取締役中垣徹二郎氏並びに取締役（監査等委員・常勤）佐々木陽三朗

氏、取締役（監査等委員）小島圭介氏及び取締役（監査等委員）徐進氏を東京

証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ておりま

す。
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(2) 取締役及び監査役の報酬等

①　当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ）
（う　ち　社　外　取　締　役）

4名
（1）

88,844千円
（1,700）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（う　ち　社　外　取　締　役）

3
（3）

5,400
（5,400）

監 査 役
( う ち 社 外 監 査 役 ）

3
（3）

1,800
(1,800)

合 計
（う　ち　社　外　取　締　役）

7
（4）

96,044
（8,900）

（注）１．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、平成29年５月26

日開催の第９回定時株主総会において、年額300,000千円以内（うち社外取締役

分は年額30,000千円以内。また、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まな

い。）と決議いただいております。

２．監査等委員である取締役の報酬限度額は、平成29年５月26日開催の第９回定時

株主総会において、年額50,000千円以内と決議いただいております。

②　当事業年度に支払った役員退職慰労金

　該当事項はありません。

③　社外役員が親会社又は子会社等から受けた役員報酬等の総額

　該当事項はありません。

(3) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役中垣徹二郎氏は、Draper Nexus Venture Partners, LLC及び

Draper Nexus Venture Partners Ⅱ,LLCのManaging Directorであり、株

式会社trippieceの社外取締役、株式会社イノーバの社外取締役、株式会

社SHIFT及び株式会社UNCOVER TRUTHの社外取締役であります。当社と兼

職先との間には特別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）小島圭介氏は、株式会社アットオフィスの社外監

査役であり、ヒューマン・ベース株式会社の代表取締役社長であります。

当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）徐進氏は、株式会社エスプールの常勤監査役であ

り、株式会社エスプールヒューマンソリューションズ、株式会社エスプ

ールプラス、株式会社エスプールロジスティクス、株式会社エスプール

セールスサポート、株式会社エスプールエンジニアリングの監査役であ

ります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。
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②　当事業年度における主な活動状況

出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役 中　垣　徹二郎

当事業年度に開催された取締役会18回の全てに

出席いたしました。出席した取締役会におい

て、経営の専門家としての豊富な経験と幅広い見

識に基づき、経営全般の観点から適宜発言を行っ

ております。

取締役
（監査等委員）

佐々木　陽三朗

平成29年５月26日就任以降、当事業年度に開催さ

れた取締役会13回及び監査等委員会10回の全て

に出席いたしました。出席した取締役会及び監

査等委員会において、主に財務・会計、コーポレ

ート・ガバナンス等に関し、中小企業診断士とし

ての専門的見地から適宜発言を行っておりま

す。

取締役
（監査等委員）

小 島 圭 介

平成29年５月26日就任以降、当事業年度に開催さ

れた取締役会13回及び監査等委員会10回の全て

に出席いたしました。出席した取締役会及び監

査等委員会において、主に出店戦略や人事マネジ

メントに関し、外食企業経営者としての経験に基

づいた発言を適宜行っております。

取締役
（監査等委員）

徐 　 進

平成29年５月26日就任以降、当事業年度に開催さ

れた取締役会13回及び監査等委員会10回の全て

に出席いたしました。上場企業の常勤監査役と

しての豊富な経験と幅広い知識に基づき、主に監

査に関して、適宜発言を行っております。

③　責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が定める額としておりま

す。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因

となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られま

す。
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５．会計監査人の状況

(1) 名称　　三優監査法人
 

　（注）当社の会計監査人であった有限責任監査法人トーマツは、平成29年５月26日

開催の第９期定時株主総会終結の時をもって退任いたしました。

(2) 報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 14,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上
の利益の合計額

14,000千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま

せんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載し

ております。

 

(3) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額について監査等委員会が同意した理

由

　当社監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実

務指針」を踏まえ、監査方法及び監査内容などを確認し、検討した結果、会計監査人

の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

(4) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(5) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人が職務上の義務に違反し、又は職務を怠り、もしくは

会計監査人としてふさわしくない非行があり、当社の会計監査人であることにつき当

社にとって重大な支障がある場合には、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の

内容を決定し、取締役会は、当該決定に基づき当該議案を株主総会に提出いたしま

す。

　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当

すると認められる場合には、監査等委員全員の同意により会計監査人を解任いたしま

す。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主

総会におきまして、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

(6) 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下

のとおりであります。
 

イ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

(1）取締役及び使用人が法令及び定款を遵守し、倫理観をもって事業活動

を行う企業風土を構築するため、当社全体に適用する「企業行動指針」

を定める。

(2）取締役は、経営理念を率先垂範し、従業員への周知徹底、教育啓蒙を

継続し、法令の遵守及び社会的要請への対応を最優先とする企業風土を

醸成する。

(3）取締役の職務執行状況は、監査に関する規程及び監査計画に基づき監

査等委員の監査を受け、監査等委員は取締役に対し、必要に応じて改善

を助言又は勧告する。

(4）職務執行において、重大な倫理・コンプライアンス違反の事実又はそ

の疑いがある情報に接した従業員等は、不正行為等の防止を図る。

(5）取締役が当社全体の経営理念を基に、全社横断的なコンプライアンス

体制を維持し、かつ社会的責任を果たすため社内規程等を整備・更新す

る。

(6）代表取締役ＣＥＯ直轄にて内部監査業務担当者を選任し、年度監査計

画に基づいて担当者が監査を実施し、被監査部門に対する問題点の指摘、

業務改善の提案、確認を行い、その実現の支援を行うと同時に、内部監

査の内容は、取締役及び監査等委員にも報告され、経営力の強化を図る。

(7）金融商品取引法及びその他の法令への適合を含め、「法律、社会規範、

社内ルール等の遵守」、「業務の有効性と効率性の向上」、「財務報告

の信頼性の確保」、「資産の保全」を目的として、内部統制の仕組を整

備・構築し、業務の改善に努める。

(8）会社情報の開示については、情報収集、開示資料の作成、開示手順、

開示責任者等を定め、開示の正確性、適時性及び網羅性を確保する。

ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1）取締役の職務の執行に係る情報及び文書の取り扱いは、法令及び社内

規程等に定めるところにより、適切かつ検索性の高い状態で記録・保存・

管理され、必要に応じて運用状況の検証、各規程等の見直し等を行う。

(2）機密性の高い情報はもとより、情報全般について、社内規程等に基づ

き、保存・管理する部門、責任者、取扱者を明確にし、適切に管理する。

－ 21 －



(3）情報セキュリティに関する規程等を制定し、情報セキュリティに関す

る社内周知徹底を図る。また、個人情報については個人情報保護管理規

程に基づき厳重に管理する。

ハ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1）業務マニュアル、諸規程の体系化、業務の標準化を適時適切に行い、

各種リスク（販売、仕入、法務、財務、店舗等）に対応する組織及び責

任者を定め、適切に評価・管理体制を構築する。

(2）不測の事態が生じた場合には、対策チーム等を設置し、情報開示を含

む迅速な対応を行い、損害の拡大を防止する体制を整備する。

(3）直接又は間接に経済的損失をもたらすリスク等を軽減するため、取締

役会において適宜報告を行い、必要に応じて顧問弁護士、顧問税理士な

どに相談及び確認をする。

ニ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1）取締役の職務の執行の効率性を確保する体制として、取締役会を原則

月１回定期的に開催し、重要事項の決定並びに取締役の業務執行状況の

監督を行う。

(2）執行監督責任の明確化を目的として、取締役には社外取締役を含むも

のとする。

(3）取締役の職務分掌と権限を明確にするため、組織体制に関し、関係諸

規程の見直し、整備を適時適切に行う。

(4）経営環境の変化に応じ、組織・業務運用体制の随時見直しを行う。

(5）社内規程等に基づき、各業務執行における責任者及びその権限等のル

ールを定め、効率的に職務の執行が行われる体制をとる。

ホ．監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合にお

ける当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関す

る事項

(1）監査等委員がその職務を補助すべき使用人（以下、監査等委員補助者

という。）を置くことを求めた場合においては、適切な人員配置を速や

かに行うものとする。

(2）監査等委員補助者の選任及び異動については、あらかじめ監査等委員

の承認を受けなければならない。

(3）監査等委員補助者の職務は監査等委員の補助専任とし、他の一切の兼

任を認めないものとする。
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ヘ．取締役及び使用人が監査等委員に報告をするための体制その他の監査等

委員への報告に関する体制

(1）取締役は、法令に違反する事実、或いは会社に著しい損害を及ぼす恐

れがある事実を発見したときは、当該事実を直ちに監査等委員に報告す

る。

(2）監査等委員は、取締役会の他、重要な意思決定プロセス及び業務の執

行の状況を把握するため、重要な会議に出席するとともに、主要な決裁

を求める書面その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じ

て取締役及び使用人にその説明を求める。

(3）取締役及び使用人は、監査等委員の求めに応じて速やかに業務執行状

況を報告する。

ト．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続そ

の他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項

(1）監査等委員が、その職務を遂行するために必要と判断したときは、弁

護士・公認会計士・税理士等の専門家に意見を求めることができ、その

費用を会社に求めることができる。会社は、監査等委員の職務の執行に

必要でないと認められるときを除き、これを拒むことができない。

(2）監査等委員がその職務の執行について、会社法に基づく費用の前払い

等の請求をしたときは、担当部署において審議のうえ、当該請求に係る

費用又は債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた

場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

(3）監査等委員の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎年、

一定額の予算を設ける。

 

チ．その他の監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体

制

(1）監査等委員会には法令に従い社外監査等委員を含み、対外透明性を確

保する。

(2）監査等委員は、代表取締役ＣＥＯと定期的に意見交換を行い相互の意

思疎通を図る。

(3）監査等委員は、取締役会に出席する他、重要な意思決定の過程及び業

務の執行状況を把握するため、社内各部門と定期的に相互の意思疎通を

図る。

(4）監査等委員、会計監査人及び内部監査担当者は意見交換の場を持ち、

相互の連携を図る。

(5）監査等委員は、職務を遂行するために必要と判断したときは、弁護士、

公認会計士等の専門家による外部アドバイザーを活用することができる。
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リ．反社会的勢力を排除するための体制

(1）市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然

とした態度で臨むとともに、一切の関係を遮断する。

(2）当社は、反社会的勢力対応マニュアルを整備し、反社会的勢力による

不当要求が発生した場合の対応を統括する部署を管理部とし、当該部署

が情報の管理や外部専門機関との連携を行う。

ヌ．業務の適正を確保するための体制の運用状況

　業務の適正を確保するための体制の運用については、取締役会において

相互に業務執行を監視しており、また常勤監査等委員は、取締役会やその

他社内の重要な会議に出席し、業務執行の状況やリスク管理について不適

切な点がないか検証しております。

　また、内部監査担当者により各部署の内部監査を行っており、運用状況

に不適切な点がないか監視しております。

７．会社の支配に関する基本方針
　当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者は、安定的な成長を目指し、

企業価値の極大化・株主共同の利益の増強に経営資源の集中を図るべきと考え

ております。

　現時点では特別な買収防衛策は導入いたしておりませんが、今後も引き続き

社会情勢等の変化を注視しつつ弾力的な検討を行ってまいります。

８．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、各事業年度の業績、財務体質の強化、中長期事業戦略などを総合的

に勘案し、株主価値を最大化させることを念頭に、資本政策を決めていく方針

であります。

　中でも、利益配分につきましては、経営成績及び財務状態を勘案の上、配当

及び自己株式の取得等、最適な時期に最適な手法で行ってまいりたいと考えて

おります。

　創業以来、当社の事業は拡大を続けており、引き続き、内部留保の充実を図

りながら、事業拡大のための投資に資金を投じてまいりますことが、株主価値

を最大化するものと考えております。

　このため、創業以来無配としており、今期の期末配当も引き続き無配とさせ

ていただきます。今後の配当等株主還元の実施につきましても、業容拡大のス

ピード及び財務体質等勘案の上、適切に決めてまいりたいと考えております。

　内部留保資金につきましては、財務体質の強化、及び出店等による事業拡大

資金として、有効に活用してまいります。
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貸　借　対　照　表

（平成30年２月28日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

減価償却累計額

建 物 （ 純 額 ）

工具、器具及び備品

減価償却累計額

工 具 、 器 具 及 び
備 品 （ 純 額 ）

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関係会社長期貸付金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

6,286,328

4,035,533

705,815

1,446,719

3,945

4,422

9,521

72,864

7,505

1,292,031

599,177

736,538

△165,355

571,183

55,189

△33,613

21,576

6,418

10,378

10,378

682,475

15,952

113,325

1,000

62,535

4,968

11,916

472,777

（負 債 の 部）

流 動 負 債 2,401,620

買 掛 金 1,046,937

1年内返済予定の
長 期 借 入 金

483,364

未 払 金 15,750

未 払 費 用 363,191

未 払 消 費 税 等 44,070

未 払 法 人 税 等 259,171

前 受 金 12,710

預 り 金 8,114

賞 与 引 当 金 103,730

ポイント引当金 58,574

そ の 他 6,004

固 定 負 債 1,090,034

長 期 借 入 金 1,084,669

資 産 除 去 債 務 5,365

負 債 合 計 3,491,654

（純資産の部）

株 主 資 本 4,077,180

資 本 金 400,265

資 本 剰 余 金 384,265

資 本 準 備 金 384,265

利 益 剰 余 金 3,292,848

その他利益剰余金 3,292,848

繰越利益剰余金 3,292,848

自 己 株 式 △198

新 株 予 約 権 9,525

純 資 産 合 計 4,086,705

資 産 合 計 7,578,359 負 債 純 資 産 合 計 7,578,359

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(自　平成29年３月１日
至　平成30年２月28日)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 12,781,850

売 上 原 価 6,218,531

売 上 総 利 益 6,563,319

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,988,744

営 業 利 益 1,574,575

営 業 外 収 益

受 取 利 息 65

受 取 配 当 金 40

受 取 手 数 料 3,300

そ の 他 951 4,357

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,370

為 替 差 損 263

そ の 他 1 1,635

経 常 利 益 1,577,296

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 110 110

税 引 前 当 期 純 利 益 1,577,406

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 441,485

法 人 税 等 調 整 額 9,643 451,128

当 期 純 利 益 1,126,278

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(自　平成29年３月１日
至　平成30年２月28日)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金 資本剰余金合計

そ の 他

利 益 剰 余 金
利益剰余金合計

繰 越 利 益

剰 余 金

当 期 首 残 高 263,043 247,043 247,043 2,166,570 2,166,570

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 137,221 137,221 137,221

当 期 純 利 益 1,126,278 1,126,278

株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 137,221 137,221 137,221 1,126,278 1,126,278

当 期 末 残 高 400,265 384,265 384,265 3,292,848 3,292,848

株 主 資 本

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 △198 2,676,458 5,190 2,681,648

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 274,443 274,443

当 期 純 利 益 1,126,278 1,126,278

株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額 ( 純 額 )
4,335 4,335

当 期 変 動 額 合 計 － 1,400,721 4,335 1,405,056

当 期 末 残 高 △198 4,077,180 9,525 4,086,705

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成30年４月16日

株式会社ＴＯＫＹＯ　ＢＡＳＥ

取締役会　御中

三優監査法人
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 林 　 寛 尚 

業 務 執 行 社 員 公認会計士 吉 川 雄 城 

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社

ＴＯＫＹＯ　ＢＡＳＥの平成２９年３月１日から平成３０年２月２８日まで

の第10期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ

た。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに

ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統

制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監

査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書

に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査

計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監

査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断

により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の

有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附

属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査等委員会は、平成29年３月１日から平成30年２月28日までの第10期事業年

度の取締役の職務の執行について、監査いたしました。その方法及び結果につき

以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する

取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス

テム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的

に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法

で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の

分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及

び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を

求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産

の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役と意思疎通及

び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視

及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正

に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事

項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に

従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書

類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその

附属明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示

しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重

大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま

た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執

行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年４月20日

株式会社ＴＯＫＹＯ　ＢＡＳＥ　監査等委員会

常勤監査等委員（社外） 佐々木　陽三朗 

　　監査等委員（社外） 小 島 圭 介 

　　監査等委員（社外） 徐 進 

(注)１．監査等委員佐々木陽三朗、小島圭介及び徐進は、会社法第２条第15号及び第

331条第６項に規定する社外取締役であります。

(注)２．当社は、平成29年５月26日開催の第9回定時株主総会の決議により、同日付を

もって、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行いたしました。

平成29年３月１日から平成29年５月25日までの状況につきましては、旧監査

役会から引き継いだ内容に基づいております。

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（４名）は、本総会終結の時

をもって任期満了となりますので、取締役（監査等委員である取締役を除く。）

４名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者に

ついて適任であると判断しております。

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりでありま

す。

候補者
番号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当
社の株式数

1

たに

谷
 

　
まさ

正
と

人
(昭和58年10月12日)

平成18年４月　株式会社デイトナ・インターナ

ショナル入社

平成19年４月　同社事業部長就任

平成20年12月　当社設立

　　　　　　　代表取締役ＣＥＯ就任（現任）

平成28年９月　TOKYO BASE HONG KONG LIMITED

　　　　　　　取締役就任（現任）

3,275,500株

【取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者とした理由】
　谷正人氏は、当社の設立以来の代表取締役であり、これまで当社が急成長した
牽引役であります。また、これまでの経営で培ってきた知識、経験、全役職員に
対するリーダーシップの発揮は、重要な意思決定と業務執行の監督を通じ、今後
の当社のさらなる飛躍に資するものであると考え、引き続き取締役（監査等委員
である取締役を除く。）候補者としました。
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候補者
番号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当
社の株式数

2

なか

中
みず

水
ひで

英
き

紀
(昭和43年11月20日)

平成３年４月　日本アセアン投資（現：日本ア

ジア投資）株式会社入社

平成16年12月　株式会社ノバレーゼ入社

平成20年10月　株式会社デイトナ・インターナ

ショナル入社

平成20年12月　当社設立

　　　　　　　取締役ＣＦＯ就任（現任）

平成28年９月　TOKYO BASE HONG KONG LIMITED

　　　　　　　取締役就任（現任）

1,431,500株

【取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者とした理由】
　中水英紀氏は、当社の設立以来の取締役であり、設立以来財務や計数管理、店
舗監査などを通じ、代表取締役の谷をサポートすることで、当社の成長に貢献し
てまいりました。また、同氏はベンチャーキャピタリストとしての豊富な経験
と、経営に関する豊富な経験と高い見識を有しており、全役職員に対してリーダ
ーシップを発揮しております。財務・管理面における重要な意思決定と業務執行
の監督を通じ、今後の当社のさらなる飛躍に資するものであると考え、引き続き
取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者としました。

3

たか

髙 　
しま

嶋
 

　
こう

耕
た

太
ろう

郎
(昭和57年６月17日)

平成17年４月　株式会社デイトナ・インターナ

ショナル入社

平成22年９月　アマゾン ジャパン株式会社

　　　　　　　 入社

平成26年９月　同社ファッション事業本部

メンズアパレル商品部長就任

平成27年２月　同社ファッション事業本部　委

託販売事業部　販売コンサルテ

ィング部長就任

平成28年２月　当社入社　商品・ＥＣデヴィジ

ョンマネージャー就任

平成28年５月　当社取締役事業本部長就任

　　　　　　　（現任）

-株

【取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者とした理由】
　髙嶋耕太郎氏は、ＥＣ業界で培った経験を、当社事業本部長として強く発揮し
ており、当社の事業運営に欠かせない役割を担っております。同氏が取締役とし
て事業を推進していくことが、当社の成長を継続して牽引していくと判断し、引
き続き取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者としました。
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候補者
番号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当
社の株式数

4

なか

中　
がき

垣
 

　
てつ

徹
じ

二
ろう

郎
(昭和48年２月２日)

平成８年４月　日本アジア投資株式会社入社

平成23年４月　同社　投資本部長就任
 

平成23年４月　DFJ JAIC Venture Partners,LLC

（現：Draper Nexus Venture 

Partners,LLC）設立

　　　　　　　Managing Director就任（現任）
 

平成25年３月　ＤＪパートナーズ株式会社設立

　　　　　　　 代表取締役就任（現任）
 

平成25年12月　株式会社trippiece社外取締役

　　　　　　　就任（現任）

平成26年５月　当社社外取締役就任（現任）
 

平成26年９月　株式会社イノーバ社外取締役

　　　　　　　就任（現任）

平成26年10月　Draper Nexus Venture Partners 

Ⅱ,LLC　Managing Director就任

　　　　　　　（現任）

平成26年11月　株式会社SHIFT社外取締役就任

　　　　　　　（現任）

平成28年９月　株式会社UNCOVER TRUTH

　　　　　　　社外取締役就任（現任）

-株

【社外取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者とした理由】
　中垣徹二郎氏は、長年にわたるベンチャーキャピタル業界での経験を有してお
り、国内外のさまざまな業種のベンチャー企業に関する動向に精通していること
から、経営戦略面からの意見具申を期待して、社外取締役（監査等委員である取
締役を除く。）として選任をお願いするものであります。

(注)  １. 中垣徹二郎氏は社外取締役候補者であり、当社は、中垣徹二郎氏を東

京証券取引所に独立役員として届け出ております。

　　　２．中垣徹二郎氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役と

しての在任期間は本総会終結の時をもって４年となります。

　　　３．当社は、中垣徹二郎氏との間で、当社定款に基づき、法令に定める額

を限度として損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結しており、

同氏の選任が承認された場合、同氏との間で当該契約と同等の内容の

契約を引き続き締結する予定であります。

４．各候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
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第２号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

　法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、

補欠の取締役（監査等委員）１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。

　補欠の取締役（監査等委員）候補者は、次のとおりであります。

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す
る 当 社
の
株 式 数

まつ

松
 

　
もと

本
 

　
こう

高
 

　
いち

一
(昭和55年３月26日)

平成15年９月 株式会社AGSコンサルティング
　　　　　　 入社
平成18年１月 新光証券株式会社（現：みずほ
　　　　　   証券株式会社）入社
平成24年９月 株式会社プラスアルファ・コン
　　　　     サルティング入社
平成26年10月 SMBC日興証券株式会社入社
平成29年８月 株式会社アンビグラム
　　　　　　 代表取締役就任（現任）
平成29年９月 デジタルデータソリューション
　　　　　　 株式会社社外監査役就任
　　　　　　 （現任）
平成29年９月 株式会社エル・エム・ジー　　
　　　　　　 社外取締役就任（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社アンビグラム　代表取締役
デジタルデータソリューション株式会社
社外監査役
株式会社エル・エム・ジー社外取締役

－

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．松本高一氏は、補欠の社外取締役候補者であります。

３．松本高一氏を補欠の社外取締役候補者とした理由は、

主に企業に対する豊富なコンサルティング経験と、管

理業務に対する幅広い見識をを当社の経営に反映して

いただくことを期待したためであります。

４．松本高一氏が社外取締役に就任した場合には、会社法

第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の

損害賠償責任を限定する契約を締結する予定でありま

す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令

の定める最低責任限度額といたします。

以上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都渋谷区桜丘町23番21号
渋谷区文化総合センター大和田
文化ファッションインキュベーション
　10階　Space1・2・3

交通　●地下鉄　銀座線・半蔵門線・副都心線
＜渋谷駅＞より徒歩５分

●ＪＲ　山手線・埼京線
＜渋谷駅＞より徒歩５分

●東急東横線・田園都市線
＜渋谷駅＞より徒歩５分

●京王井の頭線
＜渋谷駅＞より徒歩５分

当社では株主総会ご来場の株主様へのお土産の配布はございません。
何卒ご理解いただきますよう、お願い申しあげます。


